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学位論文題名 

突発事件における中国政府の危機コミュニケーション戦略 

――2015 年から 2020 年の「政務ニューメディア」を事例にして―― 

 

 論文の審査は、令和 3年 12 月 22 日（水）13時から１時間半の時間をかけて、オンライ

ンで、また公開で実施された。冒頭に、論文提出者から、研究の目的と論文要旨の説明が

なされた後に、質疑応答となった。以下主要な質問とそれに対する論文提出者の回答、そ

の後の審査結果を記す。 
 中国におけるメディア研究、特にインターネットが普及した後の情報環境の変化につい

ては、近年、研究がつみかさねられてきた。それらの先行研究をふまえた上で、本論文に

おける新たな知見は何か、という質問が示された。対する提出者の答えは、これまでの研

究は、中国共産党の宣伝思想、メディア管理に重点がおかれ、党、政府からの情報発信に

着目した研究は少なかった。しかし本論文では、数多くの事例をとりあげ、それら党、政

府による発信情報に対して、定量的、定性的な調査をおこない、多角的に分析を試みた点

が研究方法としての新しさである。また、結論においては、各層ごとのモデルを提示でき

た。つまり、政策や法律といった「上層」、ツールであるところのメディアという「中層」、

発信内容であるところの「下層」の三つの構造をつくり、現状を整理し、理論フレームを

提示した。 
 また、第 4 章から第 7 章の実証研究の部分は、事例として漏れはないか、また、4，5，
6 章と第 7 章との関係はいかなるものか、という質問に対しては、7 章においては、党の主

流メディアや記者会見といった伝統的なメディアの情報発信と、「政務微博」などのニュー

メディアとの間にいかなる関係があるのかを、そこで発せられる情報の語の分析を通じて

検討したものであり、前の三つの定量分析、定性分析とは性格が異なるものである。実証

研究では、近年の代表的なインターネットにおける突発的な事件、事故を網羅し、それを

多角的な視点から分析できた。そのことにより、中国の情報公開制度における政務ニュー

メディアの果たす役割とその限界が、不足なく明らかにすることができたと考える、との

説明があった。 
 また、3 章では、中国における情報の取り扱いの歴史、さらに 4 章では中国の指導者の

宣伝思想が記述されている。どちらかというと変化の視点から描かれているが、そこにあ



る一貫した思想についての言及が乏しい点も指摘された。そこについては、三章において、

歴代の指導者の宣伝思想からは「変化」を読み取り、終章においては「不変」という視点

から一貫した宣伝思想を整理し、メリハリをつけた、という回答であった。 
また、表題の戦略という語と、中国政府の情報をめぐるイデオロギーとの関係、さらに、

情報公開と民主主義制度の問題などについても質問がなされた。上記の質問について、論

文提出者からは、論点を明確にするために、焦点をしぼった記述につとめたという説明が

なされた。 
 他、論文の表記上の微修正の要求もあり、それは、提出までに修正することとなった。 
 そのような質疑応答の後に、主査、副査で論文の内容について 30 分の時間をかけて審査

をおこなった。 
 まず、本論文は先行研究として、中国共産党史、中国における宣伝思想、メディア研究、

インターネット環境研究、危機コミュニケーションをめぐる先行研究や、さらに、欧米の

危機コミュニケーションをめぐる議論にあたり、実証的な研究の前段として、幅広い議論

を展開している。後段では、中央政府、地方政府の政務ニューメディアにおける突発的な

事件、事故に対する情報発信を収集し、それらの情報を定量的、定性的に実証的に分析を

くわえている。さらに、これまでメディアの主流であった党機関紙や記者会見といった伝

統的メディアと政務ニューメディアにおける情報の異同を丹念に調査し、そこにおける相

互補完関係を明らかにしている。くわえて、それらの膨大な情報を、体系的なモデルとし

て概念化している。それらの努力は評価に値するものであり、中国におけるメディア研究、

コミュニケーション研究に、新たな視点を提供している。本研究論文の功績は小さくなく、

国際広報メディア観光学院の博士学位論文として条件を満たしていると判断し、合格とし

た。 


